
 

   

本市の公共施設は、主に昭和 40 年代から昭和 60 年代の⼈⼝増加に伴う需要の増⼤に応じて学校や市営住宅な
どが整備されてきましたが、これらの施設は建築後 30 年以上経過したものが多く、⽼朽化の進⾏や耐震性不⾜へ
の対応が課題となっています。これに対し、市の財政は、景気の低迷や⽣産年齢⼈⼝の減少による税収の減少など
の影響により、公共施設を維持・更新していくための財源確保は難しくなっていくものと想定されます。 

そのため、公共施設の保有量の適正化や効率的な維持管理などにより、将来にわたって公共施設等を維持してい
くとともに、新たなニーズに適応した市⺠サービス、安全で安⼼して利⽤できる公共施設を提供していくために 
「伊⾖の国市公共施設等総合管理計画」を 2015（平成 27）年度に策定しました。今後は、「伊⾖の国市公共施設
等総合管理計画」を踏まえ、効率的かつ効果的な公共施設の再配置を図ることが望まれます。  

インフラ資産 公共施設 

計画期間：平成 28 年度から 

平成 57 年度までの 30 年間 
※今後の上位・関連計画の見直しや社会情勢

の変化などの状況に応じて適宜見直し 

 

建築後 30 年以上経過した施設が全体の約半分の⾯積を占めています。

公共施設の状況  
出典：伊豆の国市公共施設等総合管理計画 

1 

１．計画策定の背景 

韮山反射炉 PR キャラクター

てつざえもん 

【建築年度別延床面積】 
平成 26 年度末現在 

公共施設とは 
出典：伊豆の国市公共施設等総合管理計画 

本計画における公共施設とは、庁舎、図書館、体育館
のほか、⼩中学校、幼稚園、保育園、し尿処理場、⽕
葬場など、市が所有する公共建築物（いわゆるハコモ
ノ）139 の施設のことです。

市民文化系施設 社会教育系施設 ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 産業系施設
学校教育系施設 子育て支援施設 保健・福祉施設 医療施設
行政系施設 公営住宅 公園 供給処理施設
その他
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172,922㎡

うち、建築年度不明
1,018㎡

建築後30年未満
78,408㎡ 45.3%

建築後30年以上60年未満
93,177㎡ 53.9%

建築後60年以上
319㎡ 0.2%

～

0.6%

凡例 

建築後 30 年以上 60 年未満
93,177 ㎡  53.9％
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財政の状況と見通し 
出典：伊豆の国市公共施設等総合管理計画 

扶助費：社会保障制度の一環として、生活保護法などの各種法令に基づいて支払われる経費、及び地方公共団体が単独で

行っている住民福祉に要する経費 

投資的経費：公共施設等の更新や改修等の整備にかかる経費 

歳⼊：将来、働く世代の⼈⼝減少が予測され、⼤幅な税収の伸びは期待で
きない状況です。 

歳出：少⼦⾼齢化の進⾏などにより、扶助費（社会保障関連経費）の増加
が⾒込まれているため、投資的経費を現在の⽔準で維持していくこ
とが困難になると想定されます。

【歳出の推移】 

⼈⼝が減少し、少⼦⾼齢化が進⾏していくと推計されています。

年少人口：0～14 歳 生産年齢人口：15～64 歳 高齢者人口：65 歳以上        
出典：住民基本台帳（平成 22 年、平成 27 年）、伊豆の国市人口ビジョン（平成 32～平成 57 年）

人口の現状と見通し 
出典：伊豆の国市公共施設等総合管理計画 



計画策定の 
⽬的 

公共施設の再配置を効率的、効果的に実施することを⽬的とする。 
このことから、本計画は、平成 28 年度から平成 57 年度の 30 年間を⾒据え、公共施設の

再配置について公共施設の施設類型（※）ごとに分析と検討を⾏い、再配置の⼿法や留意点など
を考察し、個別施設の再配置も視野に⼊れ、概ね 30 年間の「公共施設再配置計画」と、前期
10 年間の「公共施設再配置実施計画」を⽰すものです。 
※施設類型：施設の性格や使⽤形態などから分類したものです。本市の 139 の公共施設を、市⺠⽂化系施設や学校教育系施設と

いった 13 の⼤分類と、集会施設や⽂化施設、⼩学校や中学校といった 23 の中分類に分類しています。 

計画期間 2016(平成 28)年度から 2045（平成 57）年度までの 30 年間 

対象施設 「伊⾖の国市公共施設等総合管理計画」において対象とした 139 施設 

再配置に 
関する⽅針 

「伊⾖の国市公共施設等総合管理計画」における今後の管理に関する⼤⽅針を踏襲 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

２．伊豆の国市公共施設再配置計画の概要 

＜⼤⽅針１＞施設
保有量の最適化 

＜⼤⽅針２＞予防
保全型への転換 

＜⼤⽅針３＞効率
的・効果的な運営 

原則として、新規整備を⾏わず、今後の財政状況、⼈⼝減少社会を
⾒据え統合（集約化・複合化）、多機能化、廃⽌などによる施設の
縮減と再編を進め、施設保有量の適正化を図ります。

点検・診断などを実施するとともに、予防保全型の維持管理への転
換を図り、施設の⻑期利⽤及び、安全性の確保に努めます。

維持管理・運営に係るコストの縮減やサービスの質の向上につなが
る事業手法などを検討し、運営コストの最適化を目指します。

施設保有量の適正化 

施設の⻑期利⽤、安全性の確保 

運営コストの最適化 

３

 

今後、更新時期を迎える公共施設が多くなり、財政⾯での負担が増加し、全ての施設を維持していくことが

困難な状況になることが予想されます。 

現在の公共施設の 

更新等費用（年間）※１ 

将来の公共施設の 

更新等費用（年間）※２ 

増加見込み 

約７億円 

年間 

約 14 億円 

年間 

約 21 億円 

※１：公共施設に係る投資的経費の平成 17 年度～平成 25 年度の平均 

※２：今後 30 年間の公共施設の更新等費用の年平均。「公共施設等更新費用試算ソフト」（総務省監修）により試算 

今ある施設を維持 

していく場合・・・ 

更新等費用の見通し 
出典：伊豆の国市公共施設等総合管理計画 



再配置計画 
検討⼿順 

 

再配置後 
の⾒込み 

 

計画の⾒直し
等 

公共施設の再配置はこの計画に基づき進めていきますが、社会情勢の変化や市⺠ニーズの
変化などが⽣じた場合は、計画を⾒直します。また、個別施設の再配置の取組においては、
施設利⽤者や関係団体との合意形成を図りながら個別計画を作成するなど、必要な⼿順を踏
みながら実現に向け、取り組むこととします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・再配置モデルを基に、関係団体からの意見聴取結果や財政シミュレーションによる財政

平準化の検討、施設類型ごとの再配置計画における留意点の検討 を踏まえ、公共施設

再配置計画（全体計画）を作成 

・公共施設再配置計画（全体計画）を基に、再配置の優先度を踏まえ、前期 10 年間の取

組や跡地活用の方向性を整理し、公共施設再配置実施計画（前期計画）を作成

・施設類型ごとの評価結果や再配置の方向性を踏まえ、再配置パターン（手法）、再配置

の時期、再配置の位置、再配置の面積削減の 4 つのルールを設定した上で、施設類型

ごとにルールを適用した再配置モデルを検討し、併せて延床面積 25％削減達成状況を

検証 

・個別施設の状況や、まちづくりの施策（上位・関連計画）と人口等の将来予測などの前

提条件を把握した上で、施設類型ごとにサービスの適正化（提供主体、提供圏域）と、

施設の適正化（供給量、機能・汎用性）による評価を実施し、その評価結果を踏まえ、

再配置の方向性を整理 

再配置後の施設延
床⾯積の⾒込み 
・延床⾯積（㎡） 
・割合（％） 

本計画策定時 公共施設
再配置後 削減⾒込み 

172,922.00 ㎡
（100％）

128,999.06 ㎡
（74.60％）

43,922.94 ㎡
（25.40%）

再配置後の財政⾒
込み 
・将来の更新等費

⽤（百万円） 
・割合（％）

本計画策定時 公共施設
再配置後 削減⾒込み 

635 億 64 百万円
（100％）

438 億 40 百万円
（68.97％）

197 億 24 百万円
（31.03%）

４ 

・公共施設等総合管理計画における公共施設の管理に関する大方針を踏襲した公共施設再

 配置に関する方針に基づき、公共施設の現況やまちづくり施策などを考慮しながら、効

率的かつ効果的な公共施設の再配置を検討 

⼿順２ 再配置のルール作り・公共施設再配置モデルの検討

伊⾖の国市公共施設等総合管理計画（2016（平成 28）年策定） 

⼿順３ 公共施設再配置計画（全体計画）・公共施設再配置実施計画（前期計画）

再配置計画の検討

⼿順１ 施設類型ごとの評価（特性把握と課題・⽅向性の整理） 



 
 

(1) 市⺠⽂化系施設  
再配置の⼿法（イメージ） 内容 時期 留意点

a 
集会施設 
（センタ
ー的施
設） 

 ○各施設の同⼀機能である貸
館機能や共有空間などを、
⽂化施設を拠点として統合
を図ります。   

○各施設の庁舎機能は、同時
期に庁舎の位置を基本とし
て、機能統合を図ります。

【前期〜
中期】 

 
 

【前期〜
中期】 

 

●施設利⽤者が利⽤
しやすい交通環境
の確保の検討が必
要です。 

●施設設計においては
利⽤者の利便性の確
保や効率的な管理運
営を図ります。 
など

  ○韮⼭⽣涯学習センターは、
現在位置を基本として⾃治
会への移管を図ります。

【前期】 ●⾃治会との調整を
図ります。 
など 

a 
集会施設 
（地区公
⺠館） 

 ○公⺠館として地域住⺠が利
⽤している施設は、地域住
⺠の意⾒を踏まえ、⾃治会
への移管を図ります。 

【前期】 ●⾃治会との調整を
図ります。 
など 

ｂ 
⽂化施設 

 ○全ての⽂化施設は、拠点と
なる⽂化施設 1 箇所に集約
し、集会施設（センター的
施設）との複合・多機能化
を図ります。 

【前期〜
中期】 

●⼈⼝の集積状況や
交通利便性の⾼い
位置を候補地とし
て検討することが
必要です。 

●⾃家⽤⾞の駐⾞ス
ペースの確保を検
討します。 
など 

(2) 社会教育系施設  
a 
図書館 

 ○図書館は、機能統合を図り
ます。 

【後期】 ●施設の利⽤実績や
市⺠意向に留意し
て、施設規模を検
討します。 

●利⽤者ニーズに対
応して、インター
ネットの活⽤や移
動図書館なども視
野に、多様なサー
ビス形態も検討し
ます。 
など

ｂ 
博物館 

― 
○特有の機能を有することか

ら現状維持とします。
― ― 

 

  

公共施設再配置計画（全体計画）の概要 

３．伊豆の国市公共施設再配置計画（全体計画） 

公共施設再配置計画（全体計画）は、４つの「再配置のルール」に基づき検討した再配置モデルを基に、関
係団体からの意⾒聴取を実施するとともに、財政シミュレーションによる財政負担の平準化や再配置にあたっ
ての留意点などの視点を加え、今後、30 年間における施設類型ごとの再配置の⽅針を⽰したものとなります。

５



(3) スポーツレクリエーション系施設  
再配置の⼿法（イメージ） 内容 時期 留意点

a 
スポーツ
施設 

 ○体育館は、機能統合を図り
ます。 

○韮⼭体育館の中学校の体育
館としての機能は、韮⼭中
学校との複合・多機能化を
図ります。 

【後期】 
 

【中期】 
 

●施設の利⽤実績や
市⺠意向に留意し
て、施設規模を検
討します。 

●⾃家⽤⾞の駐⾞ス
ペースの確保を検
討します。 

 など 
  ○⻑岡温⽔プールは、広瀬公

園プールとの機能統合を図
ります。 

【後期】 

ｂ 
レクリエ
ーション
施設・観
光施設 

 ○韮⼭温泉館、観光施設に付
随するトイレについては⺠
間移管を図ります。 

○⻑岡北浴場と南浴場は２施
設を合わせて⺠間移管を図
ります。

【前期】 ●運営団体などとの
調整が調い次第、
早期に対応しま
す。 
など 

(4) 産業系施設  
産業系施
設 

― 

○市の産業及び観光の振興を
図るための施設であり、市
内外から利⽤されているこ
とから、現状維持とします。

― ― 

(5) 学校教育系施設  
a 
学校 
（⼩学校） 

 ○⼩学校は、機能統合はしま
せんが、将来の児童数を勘
案した必要規模を⽬標とし
て、機能縮減を図ります。

【前期〜
中期】 

●施設の更新にあた
っては、児童数の
推移などを踏まえ
必要規模を算出
し、段階的、計画
的に再配置を図り
ます。 
など 

 【後期】 

a 
学校 
（中学校） 

 ○中学校は、機能統合はしま
せんが、将来の⽣徒数を勘
案した必要規模を⽬標とし
て、機能縮減を図ります。

【後期】 ●施設の更新にあた
っては、⽣徒数の
推移などを踏まえ
必要規模を算出
し、⼩学校の更新
期と調整を図りま
す。 
など

 
６ 



(5) 学校教育系施設  
再配置の⼿法（イメージ） 内容 時期 留意点

ｂ 
その他教
育施設 

 ○給⾷施設は、学校給⾷の将
来必要量にみあった必要規
模を⽬標として、機能統合
（5 施設から１〜2 施設）
を図ります。 

【中期】 
 

●児童・⽣徒数の推
移などを踏まえ必
要規模を算出しま
す。 

●再配置の位置は、
配送の効率性を考
慮して検討しま
す。 

 
(6) ⼦育て⽀援施設  
a 
幼保・こ
ども園
(幼稚園) 

― 
○少⼦化対策を念頭に、現状

維持を基本とします。
― ― 

 ○⼤仁東幼稚園は、2017(平
成 29)年度末にのぞみ幼稚
園に機能統合します。 

【前期】 ●のぞみ幼稚園にお
いては、⼤仁東幼
稚園の園児を迎え
⼊れる環境整備を
図ります。 

a 
幼保・こ
ども園
(保育園) 

― 

○少⼦化対策を念頭に、現状
維持を基本とします。 

― ― 

ｂ 
幼児・児
童施設 ― 

○幼児・児童施設は少⼦化や
共働き世帯の増加により、
今後も⼀定のニーズが⾒込
まれることから、現状維持
を基本とします。 

― 

●複合・多機能化の
検討にあたって
は、相乗効果を検
討しながら進めま
す。 

(7) 保健・福祉施設  
a 
⾼齢者福
祉施設 

 

○⾼齢者温泉施設は、利⽤実
績を踏まえた施設規模を⽬
標として、拠点となる施設
の位置を基本として、機能
統合を図ります。 

【前期〜
中期】 

●利⽤実績や市⺠意
⾒に配慮し、必要
施設規模や位置を
検討します。 
など 

 ○⺠間に貸付を⾏っている⽥
京⽼⼈憩いの家は現⾏位置
を基本として、早期(前期)
に⺠間移管を図ります。 

【前期】 ●地域団体との⼗分
な調整を図りま
す。 
など 

 ７



 

 

 

 

 

 

(7) 保健・福祉施設  
再配置の⼿法（イメージ） 内容 時期 留意点

ｂ 
保健施設 

― 

○今後の⾼齢社会に向けて、
健康⻑寿社会の実現を⽬指
すことから、現状維持を基
本とします。 

― 

●複合・多機能化の検
討にあたっては、⽂
化施設や⾏政施設
などとの総合調整
を⾏います。

(8) 医療施設  
医療施設 

 

○サービスの提供主体が公益
財団法⼈であることから、
⺠間移管を図ります。 

【前期】 

― 

(9) ⾏政系施設  
a 
庁舎等 

 ○庁舎は、中枢機能の集約化
による業務効率の向上など
を念頭に、同⼀機能である
共有空間の機能統合を図り
ます。 

○あわせて、集会施設(センタ
ー的)の⾏政機能との統合
を図ります。 

【前期〜
中期】 

●新たな位置に再配
置する場合は、交通
利便性の確保を念
頭に検討すること
が必要です。 

●⾝近なサービス(各
種証明発⾏など)に
ついては、より地域
的な圏域における
機能確保について
検討します。 
など

ｂ 
その他⾏
政系施設 

― 

○地域における防災の活動拠
点として現状維持を基本と
します。 

― ― 

(10) 公営住宅  
公営住宅 

 

○公営住宅等⻑寿命化計画に
よる必要数の予測を踏ま
え、機能統合(機能廃⽌)を
図ります。 

【前期】 ●災害危険区域内に
設置している施設
を継続して利⽤す
る際は、安全対策の
実施(危険の周知や
避難体制の整備な
ど)を図ります。 
など 

(11) 公園  
公園 

 

○公園施設のうち、広瀬公園
の⼸道場とプールについて
は、他の公園内施設やスポ
ーツ関連施設との機能統合
を図ります。 

【後期】 ●機能統合にあたっ
ては、利⽤実態を
加味して検討しま
す。 
など 

 ８ 



  (12) 供給処理施設  
再配置の⼿法（イメージ） 内容 時期 留意点

供給処理
施設 

 

○ごみ焼却施設の 2 施設は、
⽼朽化への対応や運営の効
率化を図るため機能統合
し、伊⾖市と共同で伊⾖市
佐野地区へ新ごみ焼却施設
を整備します。 

【前期】 ●新施設整備の位置
の検討にあたって
は、市⺠意向を踏
まえ、多⾯的に検
討します。 
など 

 

 

○し尿処理施設は、⽼朽化へ
の対応や運営の効率化など
を図るため機能統合し、新
し尿施設の整備を図りま
す。 

 

(13) その他  
その他  ○斎場については、⽼朽化や

災害危険性、今後の利⽤状
況などを踏まえ、韮⼭多⽥
地区、韮⼭⼭⽊地区(⽇通道
路沿い 韮⼭ごみ焼却場⼊
⼝付近)へ新⽕葬場の整備
を図ります。 

【前期】 ●施設計画において
は、施設の効率的
な管理・運営や利
⽤者の利便性確保
を図ります。 
など 

 

 

○源泉、旧分校については、
多様な主体による利活⽤⽅
策を検討したうえで、⺠間
移管による効果がより⼤き
い場合、⺠間移管を図りま
す。

【前期】 

 

 

９



公共施設再配置計画（全体計画）⼀覧 
※再配置を実施する施設類型 

施設類型 再配置の内容 

1.市民文化系施設 

（a.集会所（センター的施設）） 

○各施設の同一機能である貸館機能や共有空間などを、文化施設を拠点として統合を図ります。 

○各施設の庁舎機能は、同時期に庁舎の位置を基本として、機能統合を図ります。 

○韮山生涯学習センターは、現在位置を基本として自治会への移管を図ります。 

1.市民文化系施（a.集会所（地区公民館）） 
○公民館として地域住民が利用している施設は、地域住民の意見を踏まえ、自治会への移管を図り

ます。 

1.市民文化系施設（ｂ.文化施設） 
○全ての文化施設は、拠点となる文化施設 1箇所に集約し、集会施設（センター的施設）との複合・

多機能化を図ります。 

２.社会教育系施設（a.図書館） ○図書館は、機能統合を図ります。 

３.スポーツ・レクリエーション系施設 

（ａ.スポーツ施設） 

○体育館は、機能統合を図ります。 

○韮山体育館の中学校の体育館としての機能は、韮山中学校との複合・多機能化を図ります。 

○長岡温水プールは、広瀬公園プールとの機能統合を図ります。 

３.スポーツ・レクリエーション系施設 

（ｂ.レクリエーション施設・ 

観光施設） 

○韮山温泉館、観光施設に付随するトイレについては民間移管を図ります。 

○長岡北浴場と南浴場は２施設を合わせて民間移管を図ります。 

５.学校教育系施設 

（ａ.学校（小学校）） 

 

○小学校は、機能統合はしませんが、将来の児童数を勘案した必要規模を目標として、機能縮減を

図ります。 

５.学校教育系施設 

（ａ.学校（中学校）） 

○中学校は、機能統合はしませんが、将来の生徒数を勘案した必要規模を目標として、機能縮減を

図ります。 

５.学校教育系施設 

（ｂ.その他の教育施設） 

○給食施設は、学校給食の将来必要量にみあった必要規模を目標として、機能統合（5施設から１～

2 施設）を図ります。 

６.子育て支援施設 

（ａ.幼保・こども園（幼稚園）） 
○大仁東幼稚園は、2017(平成 29)年度末にのぞみ幼稚園に機能統合します。 

７.保健・福祉施設 

（ａ.高齢者福祉施設） 

○高齢者温泉施設は、利用実績を踏まえた施設規模を目標として、拠点となる施設の位置を基本と

して、機能統合を図ります。 

○民間に貸付を行っている田京老人憩いの家は現行位置を基本として、早期(前期)に民間移管を図

ります。 

８.医療施設（医療施設） ○サービスの提供主体が公益財団法人であることから、民間移管を図ります。 

９.行政系施設（a.庁舎等） 

○庁舎は、中枢機能の集約化による業務効率の向上などを念頭に、同一機能である共有空間の機能

統合を図ります。 

○あわせて、集会施設(センター的)の行政機能との統合を図ります。 

１０.公営住宅（公営住宅） ○公営住宅等長寿命化計画による必要数の予測を踏まえ、機能統合(機能廃止)を図ります。 

１１.公園（公園） 
○公園施設のうち、広瀬公園の弓道場とプールについては、他の公園内施設やスポーツ関連施設と

の機能統合を図ります。 

１２.供給処理施設 

（供給処理施設） 

○ごみ焼却施設の 2 施設は、老朽化への対応や運営の効率化を図るため機能統合し、伊豆市と共同

で伊豆市佐野地区へ新ごみ焼却施設を整備します。 

○リサイクル施設は、老朽化への対応や運営の効率化などを図るため機能統合を図ります。 

○し尿処理施設は、老朽化への対応や運営の効率化などを図るため機能統合し、新し尿施設の整備

を図ります。 

１３.その他（その他） 

○斎場については、老朽化や災害危険性、今後の利用状況などを踏まえ、韮山多田地区、韮山山木

地区(日通道路沿い 韮山ごみ焼却場入口付近)へ新火葬場の整備を図ります。 

○源泉、旧分校については、多様な主体による利活用方策を検討したうえで、民間移管による効果

がより大きい場合、民間移管を図ります。 
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（1）⽂化施設の機能統合と類似施設との複合・多機能化

再配置の⼿法（イメージ） 再配置の位置 再配置後の⾯積削減 再配置の留意点
 ⽂化施設は、集会施設

（センター的施設）と⽐
較して、敷地規模・施設
⾯積も⼤きく、交通利便
のよい位置に配置され
ていることから、5 つの
施設の機能統合及び複
合・多機能化は、この⽂
化施設の位置を基本と
して、拠点となる 1 箇所
にて再配置を図ります。

○再配置前 
施設数:５   
延床⾯積:19,287 ㎡ 
◎再配置後 
施設数:１   
延床⾯積: 9,600 ㎡ 

・適正な施設規模
の確保 

・公共交通の利便
性 

・駐⾞場の確保 
・再配置の取組に

おける市⺠参
画機会の確保  
など 

再配置の時期 再配置の理由 
財政負担の平準化や削減をはじめ、くぬぎ会
館の借⽤期限、これら施設の安全性を勘案し、
⽂化施設の⼤規模改修期にあたる 2026（平成
38）年度までに再配置を図ります。 

・⼈⼝当たりの延べ床⾯積は、類似⾃治体の公会堂・市⺠会館と⽐較し
て約 1.3 倍と⼤きくなっています。 

・施設の特性や⼈⼝の将来予測から、施設利⽤者は⼈⼝の減少と連動し
て減少することが想定されます。 

・施設のホールや会議室などの専⽤空間の稼働率は、約 50％を下回る空
間も多いことから集約が可能です。 

・2026(平成 38)年度までの再配置により、約 53 億円の更新費⽤等の
削減効果が⾒込まれます。

（2）庁舎の機能統合と複合・多機能化  

再配置の⼿法（イメージ） 再配置の位置 再配置後の⾯積削減 再配置の留意点
 庁舎へのアクセス（鉄道

駅への近接性、鉄道・バ
スなどの公共交通の利
⽤等）や来庁者のための
スペースを考慮した敷
地規模の確保、災害時に
おける活動拠点として
の適正、上位関連計画に
おける位置づけなどの
観点から再配置を図り
ます。

○再配置前 
施設数:３   
延床⾯積:10,217 ㎡ 
◎再配置後 
施設数:１   
延床⾯積: 9,100 ㎡ 

・庁舎の特性を踏
まえた適正位
置への配置 

・公共交通の利便性
・市⺠に⾝近なサ

ービス提供（証
明発⾏等）の機
能確保 など 

再配置の時期 再配置の理由 
庁舎の更新時期、集会施設（センター的）の
⽂化施設との複合・多機能化の時期、市⺠の
利便性の向上、市の財政負担の平準化や削減
などを勘案し、2028（平成 40）年度までに 
再配置を図ります。 

・類似⾃治体と⽐較して、本庁舎では⼈⼝当たりの延床⾯積は半分弱と
⼩さいものの、⽀所・出張所では約 2 倍と過⼤になっています。 

・施設の特性や⼈⼝の将来予測から、施設利⽤者数は⼈⼝の減少と
連動して減少することが想定されます。 

・現状の利⽤状況や将来の利⽤を想定し、関連する施設を含めて⼀
つの施設に統合することにより、利⽤者の利便性の向上が期待で
きます。 

・2028(平成 40)年度までの再配置により、約 31 億円の更新費⽤等
の削減効果が⾒込まれます。

 

４．伊豆の国市公共施設再配置実施計画（前期計画） 

公共施設再配置実施計画は、「公共施設再配置計画（全体計画）」で⽰した再配置スケジュールにおいて、2016
（平成 28）年度から 2025（平成 37）年度の概ね 10 年間の取組内容を整理するものです。 

個別施設の再配置については、施設やサービスの適正化など、再配置による効果に着⽬し、再配置の優先度
を設定した上で、取り組むこととします。 
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（3）⾼齢者福祉施設の機能統合 
再配置の⼿法（イメージ） 再配置の位置 再配置後の⾯積削減 再配置の留意点

 ⾼齢者福祉施設のサー
ビスの提供圏域はやや
広く、⾼齢者を対象とし
ていることから、市内か
ら利⽤しやすい位置に
配置することが重要と
なります。また、⾼齢者
福祉施設の再配置は、既
存施設の⼤規模改修に
より実施する計画であ
ることから、拠点となる
施設の位置において再
配置を図ります。

○再配置前 
施設数:３   
延床⾯積:2,400 ㎡ 
◎再配置後 
施設数:１   
延床⾯積:1,600 ㎡ 

・公共交通の利便
性 

・⾼齢者の利⽤に
配慮した来訪
⼿段の検討 

・利⽤のしやすさ
など 

再配置の時期 再配置の理由 
各施設の利⽤状況や施設の運営効率を考慮
し、⾼齢者温泉交流館の⼤規模改修期を踏ま
え 2024（平成 36）年度までに再配置を図り
ます。 

・供給量は類似⾃治体と同程度の⽔準となっています。
・対象となる 65 才以上⾼齢者⼈⼝は、2015(平成 27)年から

2024(平成36)年の機能統合時における推移は約1.04倍とほぼ横
ばいであることから、⼤きな利⽤の増加は無いと想定されます。

・施設の利⽤者数は、年間最⼤収容⼈数 613,465 ⼈に対し、年間利
⽤数(2016(平成 28)年度)は 112,339 ⼈であり、利⽤率は約 20％
に満たない状況です。 

・2024(平成 36)年度までの再配置により、約 6 億円の更新費⽤等
の削減効果が⾒込まれます。

（4）⼩学校の機能縮減（機能統合の検討を含む）
再配置の⼿法（イメージ） 再配置の位置 再配置後の⾯積削減 再配置の留意点

 ⼩学校は、学校区の通学
距離概ね 4km 以内を基
準に配置され、本市では
⼭間部を含む学校区も
ありますが、地域的な対
象圏域となっています。
「伊⾖の国市教育施設
整備計画」に基づき、将
来の少⼦化や地域の⼈
⼝構成を考慮し、新たな
圏域設定の検討も必要
となりますが、現時点に
おいては、既存敷地内で
の更新が可能と考えら
れることから、現⾏位置
を基本として、再配置を
図ります。 

○再配置前 
施設数:4   
延床⾯積: 28,040 ㎡ 
◎再配置後 
施設数:4   
延床⾯積: 20,281 ㎡ 

・基本的には徒歩
圏内での利⽤
できる位置に
配置。徒歩圏域
を超える児童
に配慮した通
学⼿段につい
て検討。 

・児童や保護者な
どの意向等も
モニタリング
するなど、運営
におけるフォ
ローアップが
必要。  

・空き教室などの
有効活⽤ 
など 

再配置の時期 再配置の理由 
4 つの⼩学校は、耐震補強を実施しているも
のの、⼤規模な地震に対してより⾼い安全性
を確保するため、建物の⻑寿命化を前期から
実施するとともに、少⼦化の進⾏状況を踏ま
え、⼩学校全体で更新を⾒据えた検討を前期
から実施し、2035（平成 47）年度までに再
配置を図ります。 

・⼩学校は、各⼩学校区に 1 校、合計 6 校があり、6 校のうち 4 校
は、中期までに更新期を迎えます。しかしながら、4 ⼩学校は 40
年以上前に建築されており現状の利⽤状況や将来の利⽤を想定
し、段階的・計画的な機能縮減を⾏っていくことで、施設やサー
ビスの適正化、公共施設の削減の他、効率的な管理・運営などの
観点において⼤きな効果が期待できます。 

・機能縮減とあわせて、地域の学習・コミュニティ拠点とし⼦育て
⽀援施設や教育関連施設などとの複合・多機能化の検討を⾏い、
利⽤者の交流活発化や⽣活利便性の向上、さらなる効率的な管
理・運営などにおいて相乗的な効果が期待できます。 
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（5）旧分校の⺠間移管等 
再配置の⼿法（イメージ） 再配置の位置 再配置後の⾯積削減 再配置の留意点

 それぞれの施設は、現状
の位置において⺠間移
管を図ります。 

○再配置前 
施設数:２   
延床⾯積:1,300 ㎡ 
◎再配置後 
施設数:０   
延床⾯積:０㎡ 

・災害危険性のあ
る区域に設置さ
れている施設に
ついては、安全対
策(危険の周知や
避難体制の整備)
を実施

再配置の時期 再配置の理由 
施設の⼤規模改修期や更新期を勘案し、2025
（平成 37）年度までに再配置を図ります。 

・効率的な管理・運営を検討することが求められることから、多様
な主体による利活⽤⽅策を検討した上で、⺠間移管による効果が
⼤きい場合、⺠間移管を図ります。 

（6）韮⼭温泉館等の⺠間団体への移管等 
再配置の⼿法（イメージ） 再配置の位置 再配置後の⾯積削減 再配置の留意点

 それぞれの施設は、現状
の位置において⺠間移
管を図ります。 

○再配置前 
施設数:10   
延床⾯積:1,190 ㎡ 
◎再配置後 
施設数:０   
延床⾯積:０㎡ 

・災害危険性のあ
る区域に設置
されている施
設については、
安全対策(危険
の周知や避難
体制の整備)を
実施

再配置の時期 再配置の理由 
利活⽤の⽅策の検討や⺠間事業者の選定、運
営主体との調整などの期間を踏まえ、
2025(平成 37)年度までに移管を図ります。 

・それぞれの施設は、⺠間のノウハウを活⽤して、施設の効率的な
管理・運営や多様なサービスの提供、サービス内容の充実が期待
できることなどから、⺠間事業者との調整を図り、⺠間への移管
を図ります。

（7）公⺠館等の⾃治会等への移管 
再配置の⼿法（イメージ） 再配置の位置 再配置後の⾯積削減 再配置の留意点

 それぞれの施設は、現状
の位置において⾃治会
などへの移管を図りま
す。 

○再配置前 
施設数:９   
延床⾯積:4,500 ㎡ 
◎再配置後 
施設数:０   
延床⾯積:０㎡ 

・⾃治会などが管
理・運営の主体
となり利⽤し
ている施設で
あるが、移管後
もこれまでど
おり維持管理
に対する⽀援
を⾏う 

 など 

再配置の時期 再配置の理由 
⾃治会や地域団体との調整期間を設け、
2020(平成 32)年度までに、⾃治会や地域団 
体への移管を図ります。 

・それぞれの施設は、⾃治会などに移管することにより、利⽤者の
更なる主体的で柔軟な利⽤を可能にすることが期待できます。 
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  （8）中学校等の⼀部機能廃⽌
再配置の⼿法（イメージ） 再配置の位置 再配置後の⾯積削減 再配置の留意点

 現状の位置において廃
⽌します。 

○再配置前 
施設数:１   
延床⾯積:307 ㎡ 
◎再配置後 
施設数:０   
延床⾯積:０㎡ 

・施設の廃⽌によ
る跡地利⽤な
どにおいては、
関連の利⽤及
び施設との調
整を図り、関連
各者や利⽤者
の意向なども
考慮した検討
が必要

再配置の時期 再配置の理由 
安全性の⾯から、早期の対応が必要であるこ
とから、2017（平成 29）年度において施設
の廃⽌・解体を図ります。 

・耐震性などの安全⾯で問題があること（旧耐震等）から、早期の
施設の解体を図ります。これにより、教育環境の安全・安⼼の確
保を図ります。

（9）幼稚園の機能統合等 
再配置の⼿法（イメージ） 再配置の位置 再配置後の⾯積削減 再配置の留意点

 ⼤仁東幼稚園をのぞみ
幼稚園に機能統合する
ことから、再配置の位置
はのぞみ幼稚園となり
ます。 

○再配置前 
施設数:２   
延床⾯積:2,017 ㎡ 
◎再配置後 
施設数:１   
延床⾯積:1,564 ㎡ 

・各園児に必要な
備品、提供サー
ビスに⾒合っ
た⼈員配置な
ど、園児を迎え
⼊れる環境を
整えることが
必要 

 など 

再配置の時期 再配置の理由 
⼤仁東幼稚園は 2017（平成 29）年度におい

て再配置を図ることが決定しています。 
・2015（平成 27）年度の在園率をみると、⼤仁東幼稚園では定員

80 名に在園園児数 8 ⼈、のぞみ幼稚園では定員 160 ⼈に 76 ⼈
の在園園児となっており、供給過多となっています。 

（10）公営住宅の機能廃⽌ 
再配置の⼿法（イメージ） 再配置の位置 再配置後の⾯積削減 再配置の留意点

 現状の位置に置いて、⽤
途の廃⽌、解体を図りま
す。 

○再配置前 
施設数:４   
延床⾯積:4,454 ㎡ 
◎再配置後 
施設数:０   
延床⾯積:０㎡ 

・⽤途の廃⽌にお
いては居住者
への⼗分な説
明により理解
を得る必要が
ある 

 など 

再配置の時期 再配置の理由 
「伊⾖の国市公営住宅等⻑寿命化計画」に基
づき、2024(平成 36)年度までに⽤途を廃⽌
し、解体します。 

・各住宅ともに更新期が近づいていることから、安全性の⾯などを
考慮し、施設の⽤途を廃⽌し、解体を⾏います。 
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（11）ごみ焼却施設の広域連携及びし尿処理施設の統合
再配置の⼿法（イメージ） 再配置の位置 再配置後の⾯積削減 再配置の留意点

 新ごみ焼却施設は伊⾖
市佐野地区を建設地と
しています。 
新し尿処理施設は、建設
候補地を地区公募によ
り選定し、再配置を図り
ます。 

○再配置前 
施設数:５   
延床⾯積:3,832 ㎡ 
◎再配置後 
施設数:２   
延床⾯積:2,540 ㎡ 

・新し尿処理施設
は、施設の特性
から、⽴地する
周辺環境への
配慮や地域住
⺠などへの周
知や合意形成
を⼗分に図る 
など 

再配置の時期 再配置の理由 
ごみ焼却施設は、伊⾖市との広域連携により
2021（平成 33）年度までに新ごみ焼却施設
の整備を図ることが決定しています。 
し尿処理施設は、⽼朽化の進⾏や、効率的な
処理にも問題があり、2020（平成 32）年度
までに機能統合し、新し尿処理施設の整備を
図ります。 

・ごみ焼却施設は、焼却施設や中間処理施設の⽼朽化や最終処分場
の残容量の逼迫、また、ごみ処理経費の削減などから、伊⾖市と
の広域連携により、新ごみ焼却施設の整備を図ります。 

・し尿処理施設は、各施設の⽼朽化や維持管理費の増加に対応する
ため、機能統合を図り、新し尿処理施設を整備します。 

（12）新⽕葬場の整備 

再配置の⼿法（イメージ） 再配置の位置 再配置後の 
⾯積削減 

再配置の留意点 

 新⽕葬場は市内の韮⼭
多⽥、韮⼭⼭⽊地内（旧
富⼠⾒パークウェイ沿
い 韮⼭ごみ焼却場⼊⼝
付近）を建設地としてい
ます。 

○再配置前 
施設数:１   
延床⾯積:374 ㎡ 
◎再配置後 
施設数:１   
延床⾯積: 

2,000 ㎡ 

・⽕葬場には他の公共
施設にあるような施
設基準がないため、
施設をつくる課程
で、地域の葬送習慣
や施設利⽤の現状を
把握し、先⾏事例の
調査、学識経験者や
アドバイザーの協⼒
や市⺠参画により検
討することが必要

再配置の時期 再配置の理由 
「伊⾖の国市斎場整備基本構想」に基づき、
2020（平成 32）年度までに新施設の整備を
図ります。 

・現在の施設においては、適正な施設やサービスが提供されていないこ
ともあり、「伊⾖の国市斎場整備基本構想」に基づき、施設の利⽤ニ
ーズを考慮し、施設やサービスの適正化、効率的な管理・運営、利⽤
者の利便性の向上などを図るため、新たな施設を整備します。
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  跡地活用計画 

① 旧⼤仁市⺠会館・旧武道館(旧児童館) 

・県警察では、施設の狭隘化・⽼朽化が著しい⼤仁警察署の建替えのための候補地を選定中であり、旧⼤仁市⺠会
館跡地は、幹線道路沿いであるため、交通の便が良く、事件・事故発⽣時における早期の現場臨場に適している
ことや、最寄りの鉄道駅から近く、また、駐⾞場を確保する⼗分な敷地⾯積があることから、利⽤者の利便性も
⾼く、移転先の最有⼒候補地として考えております。 

・市といたしましては、伊⾖の国市と伊⾖市を管轄する⼤仁警察署が、伊⾖の国市の⼈⼝重⼼に近い市街地の中央
に位置する旧⼤仁市⺠会館跡地に移転することによって、市⺠⽣活の安⼼安全の向上につながるものと考えてお
ります。また、旧⼤仁市⺠会館跡地は交通アクセスに⼤変優れた位置にあることから、交通事故対応や犯罪捜査
等の警察機能が最⼤限発揮できることとなります。さらに、⼤仁警察署の移転先として、旧⼤仁市⺠会館跡地を
売却や賃貸借することにより、将来的に維持していく施設の維持管理費・整備費等の財源確保による、財政効果
も得られます。これらのことから、本市といたしましては、⼤仁警察署の移転に関し積極的に協⼒すべきであり、
旧⼤仁市⺠会館跡地を⼤仁警察署の移転先として静岡県警察本部と協議していきます。なお、治安維持という警
察機能の特殊性より、他の公共施設と同⼀レベルで⽐較検討できないし、するべきではないと考えております。 

② 旧⻑岡図書館 

・現在、休⽌中の⻑岡図書館については、建て替え若しくは耐震補強の両⽅法も現実的ではないことから、⽂化財
指定の解除を⾏い、解体しながら建物調査を実施し記録保存を完了させる取り組みを進め、売却も含め、跡地の
活⽤についても検討していきます。 

③ 旧韮⼭郷⼟史料館 

・公益財団法⼈江川⽂庫が管理する江川家関係資料は、国の重要⽂化財に指定された貴重な資料群ですが、膨⼤な
資料を適切に保管するため、収蔵施設の建設が急務となっており、2016（平成 28）年 12 ⽉ 5 ⽇に公益財団法⼈
江川⽂庫から、韮⼭郷⼟史料館跡地を収蔵施設建設⽤地として無償貸与を希望する依頼が提出されました。 

・貴重な⽂化財を適切に保護するため、江川邸に隣接した史料館跡地を無償貸し付けます。 

④ 観光情報センター（跡地）

・跡地の活⽤を⾒込むことができないことから建物は解体し、売却などの検討をしていきます。 

⑤ 旧⼤仁し尿処理場 

・⼀般廃棄物処理関係施設⽤地としての活⽤を検討するとともに、⽥⽅福祉村の⽤地としての検討も⾏います。 

 

現段階において施設の機能が廃⽌または休⽌している施設について、今後の跡地活⽤の基本的な考え⽅を⽰
します。 
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公共施設再配置実施計画（前期計画）⼀覧 

計画内容 再配置の手法 

（１）文化施設の機能統合と類似施設との複

合・多機能化 

○市内には、市全域の利用者を対象とし、ホールや視聴覚室といった同種の機能を有する文化施設が

複数あり、また、貸館機能などを有する類似施設も複数設置していることから、これらの施設を対

象として、機能の統合及び複合・多機能化を図ります。 

○センター的施設で現在対応している一部の庁舎機能は、庁舎との機能統合を図ります。 

（２）庁舎の機能統合と複合・多機能化 

○市内には、市全域の利用者を対象とした３つの庁舎（伊豆長岡庁舎、韮山庁舎、大仁庁舎）があり、

「伊豆の国市庁舎のあり方協議会」の検討ではこれら３つの庁舎をひとつに集約することとしてお

り、当該協議会による検討結果を踏まえ、これら施設を対象として機能統合を図ります。 

○あわせて、韮山農村環境改善センターと長岡中央公民館集会施設の行政機能との統合を図ります。

○機能統合とあわせて、相互利用により利用者の利便性の向上を図ることが可能と考えられる社会教

育系施設、子育て支援施設などとの複合・多機能化を検討します。 

（３）高齢者福祉施設の機能統合 

○高齢者福祉施設は、サービスの提供圏域はやや広域的で、同種の機能を有する施設が複数あり、将

来も高齢化による利用が想定されますが、民間事業者による代替施設の充実などもあり、高齢者健

康会館、老人憩の家水晶苑、高齢者温泉交流館の機能統合を図ります。 

（４）小学校の機能縮減 

（機能統合の検討を含む） 

○小学校は、各小学校区に 1校、合計 6校があり、6 校のうち 4校は、中期までに更新期を迎えます。

サービスの適正圏域は地域的であり、施設の供給量はやや少ないものの、将来の児童数を勘案した

必要規模を目標として、機能縮減を図っていきます。 

○社会情勢の変化（少子高齢化の進展など）や少子化対策の推進(伊豆の国市まち・ひと・しごと創

生総合戦略など)による成果に伴う児童数の増減に注視し、機能統合も含めた検討が必要となりま

すが、本計画では機能縮減を基に、再配置実施計画を取りまとめております。 

○機能縮減とあわせて、地域の学習・コミュニティ拠点として、子育て支援施設や教育関連施設など

との複合・多機能化を検討します。 

（５）旧分校の民間移管等 
○旧田中山分校と旧高原分校においては、多様な主体による利活用方策を検討し、民間移管による効

果がより大きい場合、民間移管を図ります。 

（６）韮山温泉館等の民間団体への移管等 

○韮山温泉館や市営 1号源泉は、民間に移管することで、運営面での効率化やサービスの向上を図り

ます。 

○長岡北浴場と長岡南浴場は、2 施設をあわせて民間移管を図ります。 

○観光施設に付随する長岡イチゴ狩りセンタートイレ、韮山イチゴ狩りセンタートイレ、小坂みかん

狩り園トイレについては、それぞれの運営主体と調整を図り、運営主体に移管します。 

○順天堂前トイレ等については、周辺の民間施設の活用などにより廃止します。 

○伊豆保健医療センター管理棟は、公益財団法人伊豆保健医療センターに貸与しており、管理・運営

も同センターが実施していることから、同センターへの移管を図ります。 

○観光情報センター（跡地）は、機能を廃止します。 

（７）公民館等の自治会等への移管 

○韮山生涯学習センターは現状の利用状況を考慮し、自治会と調整を図りながら、自治会への移管を

図ります。 

○大仁公民館、三福公民館、田京公民館、吉田公民館、神島集会センター、田中山公民館、田原野公

民館については、全市的にみて、特例的な扱いとなっていることから、無償譲渡を前提に自治会へ

の移管を図ります。 

○田京老人憩いの家は運営の実態を踏まえて、地域団体と調整しながら地域団体への移管を図りま

す。 

（８）中学校の一部機能廃止 
○韮山中学校の旧技術棟は、老朽化や耐震性などの安全面で問題があることから、施設の解体を図り

ます。 

（９）幼稚園の機能統合等 

○幼稚園では、大仁東幼稚園が大規模改修期を過ぎ、環境の良さはあるものの、定員 80 名の施設に

2015（平成 27）年度で在園園児数は 8名となっています。 

○「伊豆の国市立幼稚園及び保育園の在り方について」の検討では早期移転を課題とし、「同じ小学

校区内の、のぞみ幼稚園と統合が望ましい」としており、同種の機能を有する施設であることから

も、大仁東幼稚園をのぞみ幼稚園へ機能統合を図ります。 

（10）公営住宅の機能廃止 

○公営住宅においては、「伊豆の国市公営住宅等長寿命化計画」に基づき、各公営住宅の長寿命化及

び用途の廃止などを行います。 

○これにより、岩戸、三福、田京、狩野川の 4つの公営住宅の用途を廃止し解体します。 

（11）ごみ焼却施設の広域連携及びし尿処理

施設の統合 

○長岡清掃センターと韮山ごみ焼却場は、「伊豆の国市一般廃棄物処理基本計画」に基づき、広域連

携により、新ごみ焼却施設の整備を図ります。 

○長岡し尿処理場、韮山し尿処理場、大仁し尿処理場は、「伊豆の国市し尿処理施設整備基本構想」

に基づき、機能統合を図り、新し尿処理施設を整備します。 

（12）新火葬場の整備 ○「伊豆の国市斎場整備基本構想」に基づき、長岡斎場を機能廃止し、新たな施設を整備します。 
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５．再配置の進め方 

本計画策定後は、上位・関連計画との連携を図るとともに、市⺠意⾒を踏まえ、公共施設の再配置に取り組
むものとします。 

 

取組概要 

①個別計画・アク
ションプラン 

②市⺠参画 

③ＰＤＣＡサイク
ルによる進⾏管
理 

市⺠に政策的な⽬的、効果をより明確に⽰す必要がある施設については、総合的な検討を
⾏い、個別計画を策定します。また、実際に施設を再配置しようとする時には、その内容
を⽰すアクションプランを策定します。

個別計画・アクションプランや設計段階において、市⺠意⾒の聴取に係る様々な場や機会
をつくりながら検討し、合意形成を図っていきます。

再配置後においては、行財政改革推進委員会を開催し、前年度までの進捗状況の報告や再
配置の成果について評価し、その評価結果は、再配置後のサービス・利便性などの改善や、
他施設の再配置の取組に反映するなど、PDCA サイクルによる検証及び改善に努めます。

④市の取組体制 
再配置計画の改定や個別計画・アクションプランの決定については、市長以下、市幹部職
員による庁議（部長会議）において実施します。また、再配置計画改定や個別計画・アク
ションプランの取りまとめは、公共施設マネジメントの専任部署（公共施設整備推進課）
及び所管課において実施します。

合意形成 

公共施設は市⺠が利⽤する市⺠の財産であり、市⺠意⾒を踏まえ再配置を⾏うことが必要です。
そのためには、計画（個別計画・アクションプラン）や設計段階において、市⺠意⾒の聴取に係る様々な場

や機会をつくりながら検討し、合意形成を図るとともに、市においても、全庁的な判断のもと、個別計画やア
クションプランについて調整を図りながら進めます。 

個別計画 

アクション 
プラン 

[市⺠] [市] [議会] 

検討委員会 検討

意⾒聴取 パブリックコメント
市⺠説明会 

検討委員会※ 検討

意⾒聴取 パブリックコメント
市⺠説明会 

広報等 周知

関係者説明会調整

広報等 

※必要に応じて設置

基本設計 ワークショップ検討

周知

市⺠説明会 意⾒聴取

市からの
説明 

 
調整 

(予算等)

「庁議（部⻑会
議）」による決定 

 
「公共施設マネジ
メントの専任部

署」を中⼼とした
調整・取りまとめ


